
石川県

●運営体制図

●地域における現状・課題

●取組事項の概要

●取組の成果、特に工夫した点等

令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
運動部活動の地域移行に向けた実証事業 成果報告書（概要）

・年２回開催した市町全体協議会を通して、県内全ての市町に当事者意識を醸成。

・取り組みに慎重な市町に対し、個別に指導助言を実施。

〔現状〕

・ 本県では、「平日１日と土日のいずれか１日、合わせて週２日以上の休養日を設ける」、「活動時間は、平日２時間、休日３時間程度とする」との方針を示すとともに、部活動
指導員や外部指導者を活用し、教職員の負担軽減を図っている。・ 教職員の負担軽減と生徒がスポーツに親しむことができる機会の確保を両立させることは課題や問題も多く、今
後、従来の体制では継続が難しくなってくると思われるため、現状の課題を明確化しておく必要がある。
〔課題〕
・ 少子化が進む中にあっても、将来にわたり、生徒がスポーツに親しむことができる機関の確保。・受け皿となる団体、指導者の確保、体制の整備。・ 既存の団体、指導者に限らず
、新たに地域クラブ活動に協力してくれる地域人材の確保。・平日・休日の一貫した指導のための連携・協力体制の構築。地域クラブで活動する際の、移動手段や費用負担の在り
方。人口規模、人口構成、地理的・社会的環境等、地域の実情に応じた市町独自の取組。

・小松市・野々市市・かほく市・志賀町（※）・穴水町が実証事業に取り組んだ。

※志賀町は令和６年能登半島地震の影響により事業を中止した。
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業務委託

小松市

計７中学校、１４部活動（２種目）を地域移行

小松市スポーツ協会が運営主体

・市町全体協議会を開催
・県内の市町に対し、個別に指導助言
・推進計画（方向性）を策定（予定）

野々市市
計２中学校、２部活動（１種目）を地域移行

民間事業者に業務委託

かほく市
計２中学校、２部活動（２種目）を地域移行

コーディネーターを配置

志賀町

穴水町
計１中学校、３部活動（２種目）を地域移行

町行政が運営主体

令和６年能登半島地震の影響により事業を中止



石川県小松市

●運営体制図

●地域における現状・課題

●取組事項の概要

●取組の成果、特に工夫した点等

令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
運動部活動の地域移行に向けた実証事業 成果報告書（概要）

  ・剣道：地域スポーツ団体である小松桜木剣正会が受け皿となり、小松市武道館を拠点として該当校を集め、活動を実施。指導は小松桜木剣正会指導員

（中学校教員も在籍）が行う。

・ハンドボール：女子は南部、男子は北部と南部に分散し、該当校を集め、活動を実施。指導は市協会員（外部指導員や顧問）が中心となって行う。

●地域クラブ活動の概要（代表的な取組例）

（１）運営類型：競技団体設立型
（２）運営主体：小松市スポーツ協会
（３）種目：剣道
（４）指導者の主な属性：教員
（５）１か月あたりの平均的な活動回数：２回
（６）主な活動場所：小松市武道館
（７）主な移動手段：自転車、保護者送迎
（６）１人あたりの参加会費等（年額）：０円/年
（７）１人あたりの保険料：生徒800円／指導者1,850円

・各校の生徒数や部活動数及び部員数の減少により、子どもたちに充実した活動機会の保証ができず、学校単位で団体競技等の部活動も維持できないのが
現状である。
・部活動を担当する教員においては、中学校教員は、高等学校教員より時間外勤務時間が多く、部活動が占める割合も多い。

・部活動指導員は10名、その他の外部指導者は17名で、平均して各校3名に満たない。

・新しい取り組みであったため当初は休む生徒がいたが、活動を習慣化し、連絡体制を整えることで参加者も増え、円滑に活動を実施できるようになった。

・直近の土曜日の部活動を行わず、部員が参加しやすい環境づくりをした。

・競技の特性に応じて、市内中心部の会場に集合したり、いくつかの学校で実施したりすることにより、保護者等への負担を減らすことができた。
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・指導者資質向上研修の実施
・各競技団体へのヒアリング
・各競技団体に指導者協力依頼

（公社）小松市スポーツ協会
（運営主体）

各種競技団体・傘下団体（実施主体）
・剣 道 ：１会場
・ハンドボール：会場持ち回り

・指導者の派遣
・保険加入
・活動記録
・指導者謝金等

・部活動検討委員
会の開催
・推進計画の策定
・アンケート調査
・活動運営補助
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１６競技種目
委託・連携

連携・協力

教員の兼職兼業

希望生徒が参加
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石川県かほく市

●地域における現状・課題

●取組事項の概要

令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
運動部活動の地域移行に向けた実証事業 成果報告書（概要）

・関係者との連絡調整

➤拠点校（学校長、教頭、各主任、部活動顧問等）との意見交換会

➤競技団体、文化団体との意見聴取及び意見交換会

➤保護者説明会

➤部活動地域移行推進本部との協議

・関係団体、分野との連携強化

➤石川県及び郡市中体連との意見・情報交換会

➤NPO法人クラブパレットとの意見・情報交換会

➤部活動地域移行検討協議会の実施

・広報誌掲載（年２回）

●地域クラブ活動の概要

（１）運営類型：市区町村運営型
（２）運営主体：かほく市
（３）種目：軟式野球≪合同部活動≫ ・ バスケットボール
（４）指導者の主な属性：（野球）教員 （バスケット）協会員・部活動指導者
（５）１か月あたりの平均的な活動回数：３回程度
（６）主な活動場所：中学校グラウンド、市社会体育施設
（７）主な移動手段：自転車、徒歩、保護者送迎
（６）１人あたりの参加会費等（年額）：無
（７）１人あたりの保険料：生徒８００円（スポーツ安全保険）

・かほく市には３中学校３６部活動があり、それぞれに運動部・文化部が存在 加入率は全体で８６．８％

・部活動に所属している（または、所属していない）目的、地域の指導者が担うことについての賛否及び月額会費の金額等についてアン

ケート調査（令和４年度）を実施［調査対象：生徒・保護者・教員・地域団体］

・令和５年度から総括コーディネーターを配置し、スポーツ協会や文化協会等と協議検討を図る

休日における地域移行体制を種目ごとに協議し、合同部活動も含み令和６年度以降、準備が整った部活動から段階的に移行する

・部員数が少ない種目もあることから、合同チームも視野に入れて出来る限り持続可能な体制となるよう現状を見据え取り組む

●取組の成果、特に工夫した点等

・団体との協議を重ね、「地域の子ども達は、学校を含めた【地域】で育てる」

という趣旨を根付かせることが出来た

・競技団体及び文化団体に指導者確保が必要不可欠であると認識させ、指導

者確保に取り組むことを意識付けさせることが出来た

●運営体制図

・スポーツ協会

・スポーツ推進審議会

・スポーツ推進委員会

・スポーツ少年団 意見交換

・文化協会 体制整備の検討

・総合型地域スポーツクラブ 環境整備の充実

・中学校校長

・中学校ＰＴＡ会長

保護者

地域移行検討協議会

指導者派遣

　　地域人材 連携・情報共有

スポーツ協会

スポーツ少年団

文化協会

総合型地域スポーツクラブ

新たな活動環境の構築

＊総括コーディネーター

＊部活動地域移行推進本部

高松中学校

河北台中学校

宇ノ気中学校
報告

助言 検討

指導者確保への働きかけ

生徒参加

【今後の課題】

＊指導者確保、研修会実施

＊指導者謝金

＊教員の負担軽減対策

＊資格取得対策

＊活動場所確保、送迎

＊会費の設定 etc



石川県野々市市

●運営体制図

●地域における現状・課題

●取組事項の概要

●取組の成果、特に工夫した点等

令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
運動部活動の地域移行に向けた実証事業 成果報告書（概要）

・令和５年度中に、１ないし２つ程度の競技で、地域主導となる活動を軌道に乗せ、適切かつ具体的なマイルストーンとして機能させることで、他の競技団体が、

今後の連携や改革に向けた一歩を自信をもって踏み出すことが可能となる。

・ICT機器を活用した新たな情報共有・運営システムの構築を目指した管理運営業務の民間委託を行うことで、業務の効率化と関係者の連携強化が期待され

るとともに、持続可能な好事例の創出に官民一体に取り組む実証事業としてふさわしいものとなると考える。

●地域クラブ活動の概要（代表的な取組例）

（１）運営類型：市区町村運営型（地域団体・人材活用型）
（２）運営主体：野々市市教育委員会（一部民間委託）
（３）種目：柔道
（４）指導者の主な属性：市柔道協会からの推薦
（５）１か月あたりの平均的な活動回数：月２回程度
（６）主な活動場所：野々市市武道館・金沢工業大学柔道場
（７）主な移動手段：徒歩・自転車・保護者による送迎
（８）１人あたりの参加会費等（年額）：12,000円/年
（９）１人あたりの保険料：生徒及び指導者：約2,000円/年

・本市は２校の中学校を設置しているが、両校ともに生徒数は750名を超え、部活動に対する地域や保護者の期待も未だ根強い。

・人口増に伴い、生徒数も増加の一途を辿っていることから、約16の部活動を設置している両中学校では、統合や整理等のダウンサイジングや、複数顧問制を敷

くことによる教員の負担軽減につながりにくい現状がある。

・中学生と教員、そして地域住民の「ウェルビーイング」の実現に加えて、地域と連携した部活動の中でたくましく育った子どもたちが、将来的には、市内のスポーツ及

び文化活動の新たな担い手となり、ひいては「サステナブル」な形で、次の次世代の子どもたちの指導者候補となっていくというビジョンを、常に明確にしながら市内関

係者の合意形成を図った。実証モデル部活動に参加した生徒、大学生、地域指導者、保護者、教員を対象とした事後アンケートにおいて、回答者の全員が「ウェ

ルビーイングの実感」に対して設定した３つの視点である「身体・健康面」「精神・心理面」「社会面」の全てにおいて「よい」という肯定的評価を得ることができた。
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